
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

生活者支援事業

①物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を支援するた
めに、生活者と事業者をともに支援でき、消費の促進、地
域経済の活性化につながる「生活者支援金給付」をデジタ
ルポイントで実施する。
②需用費（消耗品費、印刷製本費）、通信運搬費、給付金
③需用費 コピー用紙、カード等購入 618,000円
　通信運搬費 226円×8,000通＝1,808,000円
　給付費　13,818人×10,000円＝138,180,000円

R8.1 R8.4以降

2

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和７年度医療機関物価高騰対策支
援事業

①光熱水費や医療資材等の物価高騰により経営体制に影
響を受けた事業者へ支援を行うことで､安定した医療提供
体制確保が図られるようになる。
②補助金
③病院(稼働病床数101床～150床)150万円×2箇所＝300
万円㋐
､診療所50万円×1箇所＝50万円㋑　㋐+㋑＝350万円
④病院、診療所

R7.10 R8.3

3

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和７年度介護サービス事業者等物
価高騰対策支援事業

①原油価格や物価高騰に伴い負担が増加している介護
サービス事業者等の光熱水費、燃料代の支援を行う
②補助金
③入所系：利用者数（297人）×12,000円（6事業所）
通所系：利用者数（191人）×12,000円（11事業所）
訪問系：介護従業者数（66.5人）×36,000円（15事業所）
配食系：150,000円（2事業所）
④介護サービス事業

R7.10 R8.3

4

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和７年度障害福祉サービス事業者
等物価高騰対策支援事業

①原油価格や物価の高騰に伴い光熱費等の負担が増加し
ている障害福祉サービス事業者等を支援することにより、
サービス提供体制を維持する。
②補助金
③訪問系事業対応職員数、4名×36,000円
　入所・通所事業利用者数、327名×12,000円
④交付対象者　5法人、障害福祉サービス事業別

R7.10 R8.4以降

5

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和７年度保育所等給食支援事業

①物価高騰に直面する子育て世帯の経済的負担の軽減を
図るとともに、栄養バランスや量を保った従前どおりの給食
等の実施が確保されるよう、保育所等に対して必要な経費
を支援する。
②補助金
③副食費のみ 単価 990円×延児童数 1,184人×1/2≒
587,000円
　主食＋副食　単価1,650円×延児童数3,718人×1/2≒
3,072,000円
　※県補助は各施設ごとに千円未満の端数調整有
　※職員は対象人数に含まない
 その他（県補助金及び市負担額）
④保育所、認定こども園、新制度移行幼稚園　10施設

R7.4 R8.4以降

6

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和７年度医療機関物価高騰対策支
援事業（追加支援分）

①光熱水費や医療資材等の物価高騰により経営体制に影
響を受けた事業者へ追加の支援を行うことで､安定した医
療提供体制確保が図られるようになる。
②補助金
③病院(稼働病床数101床～150床)150万円×2箇所＝300
万円㋐
､診療所50万円×1箇所＝50万円㋑　㋐+㋑＝350万円
④病院、診療所

R7.12 R8.4以降

7
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

令和7年度林業経営改善支援事業

①原油価格高騰に伴い、木材生産に必要な現場や工場で
使用する燃料費負担が増加しているため、林業事業者が
事業実施に必要な燃料費について一部支援を行う。
②補助金
③燃料補助単価 30円/L×見込み数量96,302L≒2,890,000
円
④市内林業事業者 4事業者

R7.4 R8.4以降

8
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

プレミアム付電子商品券発行事業

①物価高騰の影響を受ける食料品等等の費用負担軽減、
地域経済の活性化、消費喚起を目的としてプレミアム付デ
ジタル商品券を発行する。また、物価高騰の影響を受ける
事業者の支援も実施する。
②需用費（消耗品費）、給付費、手数料
③需用費 コピー用紙等 100,000円
　手数料 30,000円
　給付費 12,500人×0.6×8,000円＝60,000,000円
④対象：16歳以上の市民でプレミアム商品券を購入された
方
　市内155店舗で利用できる。

R7.12 R8.4以降

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


